
 
議案第６１号 

長崎市及び長与町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約の

締結に関する協議について 

平成２８年１２月６日 

長与町長 吉 田 愼 一 

提案理由 

本町と長崎市との間で長崎市及び長与町における連携中枢都市圏形成に係る

連携協約の締結に関する協議をするにあたり、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２５２条の２第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 

上記議案を提出します。 



 

長崎市及び長与町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に関する 

協議について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定に基づき、長崎市

及び長与町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約を別紙のとおり締結することにつ

いて、長崎市と協議するものとする。 



「別 紙」 

   長崎市及び長与町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約 

 長崎市（以下「甲」という。）及び長与町（以下「乙」という。）は、

連携中枢都市圏構想推進要綱（平成２６年８月２５日付け総行市第２００

号総務省自治行政局長通知）に基づく連携中枢都市圏を形成するため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定に基づ

き、次のとおり連携協約を締結する。 

 （目的） 

第１条 この連携協約は、甲及び乙が、人口減少・少子化・高齢化社会に

あっても、住民が安心して快適に暮らしを営むことができる都市圏を形

成することを目的とする。 

 （基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次条に規定する取組に

ついて、相互の資源及び機能を活用し、連携を図るものとする。 

 （連携する取組及び役割） 

第３条 甲及び乙が相互に連携する取組、政策分野、取組内容並びに甲及

び乙の役割は、別表のとおりとする。 

 （費用分担） 

第４条 前条に規定する取組を処理するために要する費用の分担について

は、甲及び乙が協議して別に定める。 

 （協議） 

第５条 甲及び乙は、相互の連絡調整を図るため、毎年度協議を行う。 

 （失効） 

第６条 甲又は乙が、この連携協約の失効を求める場合は、あらかじめ地



方自治法第９６条第２項に基づく議会の議決を経て、その旨を相手方に

通告することができる。 

２ この連携協約は、前項の規定による通告があった日から起算して２年

を経過した日にその効力を失う。



別表（第３条関係） 

１ 圏域全体の経済成長のけん引に関する取組

政策分野 取組内容 
市町の役割 

甲 乙 

⑴ 経済成長戦 

 略の策定 

圏域の企業、大

学、研究機関、

金融機関等の代

表で構成する審

議会において、

圏域の経済成長

戦略の策定、推

進及び進捗管理

を行う。 

審議会の運営を

担い、圏域の経

済成長戦略の策

定並びに同戦略

に基づく施策の

推進及び進捗管

理を行う。 

甲と協力し、圏

域の経済成長戦

略の策定及び同

戦略に基づく施

策を推進する。 

⑵ 産業クラス 

 ターの形成及 

 び地域製造業 

 の振興 

圏域の海洋産業

クラスターの形

成及び地場製造

業におけるもの

づくりの生産性

向上に向けた支

援を行う。 

圏域の海洋産業

クラスターの形

成及び地場製造

業におけるもの

づくりの生産性

向上に向けた支

援を行う。 

甲と協力し、圏

域の海洋産業ク

ラスターの形成

及び地場製造業

におけるものづ

くりの生産性向

上に向けた支援

を行う。 

⑶ 地域資源を 

 活用した地域 

 経済の裾野拡 

圏域の多様な資

源を活用し、地

場産品のブラン 

圏域の地場産品 

のブランド育成、 

販路拡大及び消 

甲と協力し、圏

域の地場産品の

ブランド育成、 



 大  ド育成、販路拡

大及び消費拡大

に取り組む。  

費拡大に取り組

む。  

販路拡大及び消

費拡大に取り組

む。  

⑷ 戦略的な観 

 光施策の推進 

圏域への観光誘

客、コンベンシ

ョン誘致等交流

人口の拡大に取

り組む。 

圏域への観光誘

客、コンベンシ

ョン誘致等交流

人口の拡大に取

り組む。 

甲と協力し、圏 

域への観光誘客、 

コンベンション

誘致等交流人口

の拡大に取り組

む。 



２ 高次の都市機能の集積・強化に関する取組 

政策分野 取組内容 
市町の役割 

甲 乙 

⑴ 高度な医療 

 サービスの提 

 供 

関係機関と協力

し、救急医療体

制の整備、先進

医療の充実等安

定的な診療体制

の確立を図る。 

関係機関と協力

し、救急医療体

制の整備及び先

進医療の充実に

取り組む。 

甲と協力し、救

急医療体制の整

備及び先進医療

の充実に取り組

む。 

⑵ 高度な中心 

 拠点等の整備 

圏域の交流拠点

としての機能の

整備を推進し、

域外からの交流

人口の拡大を図

る。 

圏域全体の交流

人口の拡大に資

する拠点の整備

を推進する。 

甲と協力し、交

流人口の拡大に

資する取組を支

援する。 

⑶ 高等教育支 

 援 

圏域の大学と連

携し、長崎のま

ちの学びの場と

しての魅力向上

に向けた取組及

び情報発信を行

い、圏域への進

学及び就職の促

進を図る。 

圏域の大学と連

携し、長崎のま

ちの学びの場と

しての魅力向上

及び情報発信に

取り組むととも

に、学生の社会

調査活動の支援

を行う。 

甲と協力し、長

崎のまちの学び

の場としての魅

力向上及び情報

発信に取り組む

とともに、学生

の社会調査活動

の支援を行う。 



３ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上に関する取組 

政策分野 取組内容 
市町の役割 

甲 乙 

⑴ 生活機 

 能の強化 

 に係る政 

 策分野 

医
療 

広域的な二次救

急医療体制の維

持・確保に取り

組む。 

乙及び関係機関

と連携し、二次

救急医療体制の

維持・確保のた 

めの支援を行う。 

甲と連携し、二

次救急医療体制

の維持・確保の

ための支援を行

う。 

 

介
護 

圏域で介護サー

ビスを提供する

介護事業所等を

支援し、介護の 

質の向上を図る。 

乙と連携し、圏

域の介護事業所

等の介護ケア向

上のための各種 

事業に取り組む。 

甲と連携し、圏

域の介護事業所

等の介護ケア向

上のための各種 

事業に取り組む。 

 

福
祉 

圏域内での子育

て支援のネット

ワークづくりを

支援し、子育て

支援サービスの

向上に向けた環

境整備を行う。 

乙と連携し、子

育て支援に係る

施設等のネット

ワークづくり及

びサービスの相 

互利用等を行う。 

甲と連携し、子

育て支援に係る

施設等のネット

ワークづくり及

びサービスの相 

互利用等を行う。 

 

教
育 

圏域内での図書

館の相互利用を

促進し、生涯学

習の機会の充実 

乙の住民に対し、 

甲が設置する図

書館での蔵書の

貸出サービスを 

甲の住民に対し、 

乙が設置する図

書館での蔵書の

貸出サービスを 

 



 

 

を図る。  提供する。  提供する。  

 

土
地
利
用 

長崎県と連携し、 

圏域で都市計画

に関する情報を

共有し、相互利

用を行うととも

に、長崎都市計

画区域の一体的

な整備、開発及

び保全を図る。 

長崎県及び乙に

対し、甲が保有

する都市計画に

関する情報を提 

供するとともに、 

必要な調整を行

う。 

甲に対し、乙が

保有する都市計

画に関する情報

を提供するとと

もに、必要な調

整を行う。 

 

 
 

一次産業の担い

手を育成・確保

するため、就業 

支援に取り組む。 

乙と連携し、各

種就業支援の事

業に取り組む。 

甲と連携し、各

種就業支援の事

業に取り組む。 

 

地
域
振
興 

長崎公共職業安

定所、長崎県及

び関係機関と連

携し、求職者に

圏域企業等への

就労を促すため

の各種支援を行

う。 

長崎公共職業安

定所及び長崎県

との共催による

合同企業面談会

の実施等、圏域

の就労支援施策

に取り組むとと

もに、関係機関

との連絡調整及

び必要な支援を 

甲及び関係機関

と連携し、各種

就労支援施策に

取り組む。  



 

 

 行う。   

  

災
害
対
策 

大規模災害発生

時等における広

域避難体制の確

立や相互応援の

円滑化等災害対 

策の充実を図る。 

乙と大規模災害

発生時等におけ

る連携・協力体

制を確立すると

ともに、必要な 

連絡調整を行う。 

甲と大規模災害

発生時等におけ

る連携・協力体

制を確立する。 

環
境 

低炭素・循環型

社会の形成を図

るとともに、温

室効果ガスの排

出削減に寄与す

る取組を行う。 

乙及び関係機関

と連携し、再生

可能エネルギー

等の普及促進、

環境行動の促進

等、地域の特色

を活かした地球

温暖化対策を推

進する。 

甲及び関係機関

と連携し、地域

の特色を活かし

た地球温暖化対

策を推進する。 

そ
の
他 

火葬場の設置及

び運営を行い、

圏域の住民の衛

生・安全の向上

を図る。 

火葬場の設置及

び運営を担う。 

甲が担う火葬場

の設置及び運営

に協力する。 

⑵ 結びつ 

 きやネッ 

 トワーク 

 の強化に 

公
共
交
通 

地域公共交通ネ 

ットワークの維 

持・形成に取り 

組み、圏域の住 

乙及び関係機関 

と連携し、公共 

交通網その他地 

域公共交通ネッ 

甲及び関係機関 

と連携し、公共 

交通網その他地 

域公共交通ネッ 

 



 係る政策 

 分野  

 民の移動手段の

確保、利便性の

向上等を図る。  

トワークの維持 

・形成に取り組

む。  

トワークの維持 

・形成に取り組

む。  

 

道
路
交
通 

関係機関と連携

し、高規格道路

網をはじめとす

る広域幹線道路

網の整備促進に

取り組み、圏域

内の交通の円滑

化を図る。 

乙及び関係機関

と連携し、広域

幹線道路網の整

備促進に取り組

む。 

甲及び関係機関

と連携し、広域

幹線道路網の整

備促進に取り組

む。 

 

情
報
発
信 

圏域の各種行事

において連携し

た取組を行うと

ともに、圏域の

メディアを活用

し、住民への情

報発信及び情報 

共有を推進する。 

乙と連携し、各

種行事の情報共

有を図り、住民

に対して情報発

信を行う。 

甲と連携し、各

種行事の情報共

有を図り、住民

に対して情報発

信を行う。 

 

地
産
地
消 

農水産物の特産

物及びイベント

について情報発

信を行うととも

に、生産者・事 

乙及び関係機関

と連携し、農水

産物のイベント

の開催及び情報

発信を行う。 

甲と連携し、農

水産物のイベン

トの開催及び情

報発信を行う。 



 

 

業者の相互参加

を促進する。  

  

 

そ
の
他 

独身男女の出会 

いの場を創出し、 

結婚希望者の婚

姻活動（婚活）

を支援する。 

乙及び企業・団

体等と連携し、

独身男女の交流

を促す仕組みを

構築するととも

に、婚活事業を

実施する。 

甲と連携し、婚

活を支援する取

組を推進する。 

⑶ 圏域マ 

 ネジメン 

 ト能力の 

 強化に係 

 る政策分 

 野 

職
員
育
成
・
交
流 

職員の資質向上

及び公務能力の

向上を図るとと

もに、職員間の

交流を深め、相

互の連携を強化

する。 

乙と連携し、人

材育成・交流に

向けた取組を推 

進するとともに、 

必要な連絡調整

を行う。 

甲と連携し、人

材育成・交流に

向けた取組を推

進する。 

 

人
材
育
成 

圏域の学生が地

域活動を行うに

当たり、希望す

る学生とその機

会を提供する地 

学生と地域団体

等をつなぐ取組

を推進し、学生 

・地域への周知

を行う。 

甲と連携し、学

生と地域団体等

をつなぐ取組を

推進し、学生・

地域への周知を 

 

 

域団体等をつな

ぐ取組を推進す

る。  

 行う。  
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連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に関する協議について 

 

１ 連携中枢都市圏 

地方圏において、昼夜間人口比率が概ね１以上の政令指定都市・中核市（人口 20 万人以

上）と、当該市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村で形成する都市圏。 

 

２ 連携中枢都市圏構想推進の目的 

人口減少、少子化・高齢化が進行する中にあっても、経済・生活圏を共にし、住民生活に

密着した分野（医療、火葬等）において、広域行政の実績が既にある長崎市、長与町及び時

津町で、活力ある社会経済を維持するための拠点を形成し、圏域住民が安心して快適な暮ら

しを営んでいけるようにするため、連携中枢都市圏を形成する。 

 

３ 財政措置の概要 

区分 

連携中枢都市圏構想 

長崎市 長与町 時津町 

地
方
交
付
税 

普通交付税 
１市２町圏域(圏域 50万人) 

約 1.65 億円  

  

特別交付税 

１市２町圏域(圏域 50万人) 

約 1 億円上限 
1,500 万円上限 1,500 万円上限 

○外部人材の活用       各市町７００万円上限×３ヵ年 

○病診連携等         各市町８００万円上限 
 

※地方債 

○地域活性化事業債の充当 

圏域で必要なインフラ等施設整備に対し、地域活性化事業債を充当 
 

※各省による支援策 

○社会資本整備総合交付金の重点配分（国交省） 

○その他関係各省による各種事業の優先採択 
 

 

  

参考資料 
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４ 連携協約 

  長崎市と長与町、長崎市と時津町が、それぞれの議会の議決に基づき「連携協約」を締結

する。 

 ＜国の要綱に基づき規定する事項＞ 

(1) 市町の名称 

(2) 目的 

(3) 基本方針 

(4) 連携する取組 

ア 圏域全体の経済成長のけん引 

イ 高次の都市機能の集積・強化 

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

(5) 定期的な協議 

(6) 協約の失効  
 
 

５ 経過及びスケジュール（平成 28 年度） 

平成 28年 ５月 

 

平成 28年 ６月 

 

平成 28年 ８月  

平成 28年 10 月  

 

平成 28年 11･12 月  

 

平成 28年 12 月  

 

平成 29年 ２･３月 

 

平成 29年 ３月 

  

長崎市・長与町・時津町首長会議 

平成 28年度中の連携中枢都市圏形成を目指すことで合意 

連携中枢都市宣言（長崎市） 

連携中枢都市圏ビジョン策定関連予算可決（長崎市） 

長崎連携中枢都市圏ビジョン会議の設置 

長崎市・長与町・時津町首長会議 

連携協約（案）協議 

長崎市・長与町・時津町の各議会 

連携協約に係る議案提出 

長崎市・長与町・時津町首長会議（予定） 

 連携協約締結（予定） 

長崎市・長与町・時津町の各議会 

連携中枢都市圏ビジョン説明（予定） 

連携中枢都市圏ビジョン策定（予定） 
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６ 連携協約における取組内容と想定する事業 

 

(1) 圏域全体の経済成長のけん引 

政 策 分 野 取組内容（連携協約） 想定する事業（ビジョン） 

① 経済成長戦

略の策定 

圏域の企業、大学、研究機関、金融

機関等の代表で構成する審議会に

おいて、圏域の経済成長戦略の策

定、推進及び進捗管理を行う。 

・経済成長戦略の策定、推進及び進捗

管理 

② 産業クラス

ターの形成及

び地域製造業

の振興 

圏域の海洋産業クラスターの形成

及び地場製造業におけるものづく

りの生産性向上に向けた支援を行

う。 

・海洋再生エネルギー産業集積の推進 

・工業分野におけるものづくり支援 

・造船造機分野におけるものづくり支

援 

③ 地域資源を

活用した地域

経済の裾野拡

大 

圏域の多様な資源を活用し、地場

産品のブランド育成、販路拡大及

び消費拡大に取り組む。 

・観光イメージアップ土産品開発支援 

・長崎練り製品ブランド化支援 

・アジア等販路拡大推進 

・長崎県産品の販売促進 

・物産振興推進 

・中小企業団体支援 

・「魚の美味しいまち長崎」の魅力発

信 

④ 戦略的な観

光施策の推進 

圏域への観光誘客、コンベンショ

ン誘致等交流人口の拡大に取り組

む。 

・観光振興計画の策定と施策の推進 

・外国人観光客の誘致・受入態勢強化 

・産学官連携によるＭＩＣＥの誘致・

受入体制整備 

 

(2) 高次の都市機能の集積・強化 

政 策 分 野 取組内容（連携協約） 想定する事業（ビジョン） 

① 高度な医療

サービスの提

供 

関係機関と協力し、救急医療体制

の整備、先進医療の充実等安定的

な診療体制の確立を図る。 

・救急医療、高度・急性期医療及び 

小児・周産期医療の充実 

② 高度な中心

拠点等の整備 

圏域の交流拠点としての機能の

整備を推進し、域外からの交流人

口の拡大を図る。 

・交流拠点施設の整備検討 

・松が枝国際観光船ふ頭の整備拡張 

③ 高等教育支

援 

圏域の大学と連携し、長崎のまち

の学びの場としての魅力向上に

向けた取組及び情報発信を行い、

圏域への進学及び就職の促進を

図る。 

・学びの場としての魅力向上と情報 

発信 
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(3) 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

政 策 分 野 取組内容（連携協約） 想定する事業（ビジョン） 

① 生活機能の

強化に係る政

策分野 

 

 

 

医
療 

広域的な二次救急医療体制の

維持・確保に取り組む。 

・二次救急医療施設（病院群輪番制

病院）の運営支援 

介
護 

圏域で介護サービスを提供す

る介護事業所等を支援し、介護

の質の向上を図る。 

・高齢者ケアに係る研修会の実施 

 

福
祉 

圏域内での子育て支援のネッ

トワークづくりを支援し、子育

て支援サービスの向上に向け

た環境整備を行う。 

・子育て支援のネットワークづくり

支援 

・ファミリー・サポート・センター

の相互利用 

 

教
育 

圏域内での図書館の相互利用

を促進し、生涯学習の機会の充

実を図る。 

・図書館・図書室における蔵書の貸

し出し 

 

土
地
利
用 

長崎県と連携し、圏域で都市計

画に関する情報を共有し、相互

利用を行うとともに、長崎都市

計画区域の一体的な整備、開発

及び保全を図る。 

・都市計画の広域調整 

地
域
振
興 

一次産業の担い手を育成・確保

するため、就業支援に取り組

む。 

・農業ヘルパーの育成・あっせん 

長崎公共職業安定所、長崎県及

び関係機関と連携し、求職者に

圏域企業等への就労を促すた

めの各種支援を行う。 

・合同企業面談会の実施 

・学生等の地元定着支援 

・「実践型地域雇用創造事業」の実

施 

災
害
対
策 

大規模災害発生時等における

広域避難体制の確立や相互応

援の円滑化等災害対策の充実

を図る。 

・広域避難体制の構築 

環
境 

低炭素・循環型社会の形成を図

るとともに、温室効果ガスの排

出削減に寄与する取組を行う。 

・事業所向け環境配慮セミナーの共

同開催 

そ
の
他 

火葬場の設置及び運営を行い、

圏域の住民の衛生・安全の向上

を図る。 

・火葬場の設置・運営 
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政 策 分 野 取組内容（連携協約） 想定する事業（ビジョン） 

② 結びつきや

ネットワーク

の強化に係る

政策分野 

 

公
共
交
通 

地域公共交通ネットワークの維持・形

成に取り組み、圏域の住民の移動手段

の確保、利便性の向上等を図る。 

・公共交通に係る協議・調整 

 

道
路
交
通 

関係機関と連携し、高規格道路網をは

じめとする広域幹線道路網の整備促進

に取り組み、圏域内の交通の円滑化を

図る。 

・道路等交通インフラ整備

に係る協議・調整 

 

情
報
発
信 

圏域の各種行事において連携した取組

を行うとともに、圏域のメディアを活

用し、住民への情報発信及び情報共有

を推進する。 

・ケーブルテレビを活用し

た情報発信 

・イベント情報等の共有・発

信 

 

地
産
地
消 

農水産物の特産物及びイベントについ

て情報発信を行うとともに、生産者・

事業者の相互参加を促進する。 

・農水産物の特産物・イベン

トに係るＰＲ等の実施 

そ
の
他 

独身男女の出会いの場を創出し、結婚

希望者の婚姻活動（婚活）を支援する。 

・独身男女の婚活支援 

③ 圏域マネジ

メント能力の

強化に係る政

策分野 

 

職
員
育
成
・
交
流 

職員の資質向上及び公務能力の向上を

図るとともに、職員間の交流を深め、

相互の連携を強化する。 

・職員合同研修の実施 

人
材
育
成 

圏域の学生が地域活動を行うに当た

り、希望する学生とその機会を提供す

る地域団体等をつなぐ取組を推進す

る。 

・学生地域連携活動支援事

業（Ｕ-サポ）の推進 

 
 

【参考１】連携中枢都市圏形成の状況（平成 28 年 10 月末） 

区分 国が連携中枢都市の候補とする都市（61 都市）※中核市候補含む 

連携中枢

都市要件

の政令市・

中核市 

都市圏未形成（25 都市） 都市圏形成済み（16 都市） 

札幌市、函館市、旭川市、青森市、仙台市、秋

田市、郡山市、いわき市、宇都宮市、前橋市、

高崎市、新潟市、富山市、浜松市、岐阜市、豊

田市、和歌山市、岡山市、呉市、高知市、福岡

市、長崎市、佐世保市、鹿児島市、那覇市 

盛岡市、金沢市、長野市、静岡

市、姫路市、倉敷市、広島市、

福山市、下関市、高松市、松山

市、北九州市、久留米市、宮崎

市、熊本市、大分市 

中核市候

補 

八戸市、山形市、福島市、水戸市、つくば市、伊勢崎市、太田市、長岡市、上越

市、福井市、松本市、甲府市、沼津市、富士市、四日市市、津市、鳥取市、松江

市、徳島市、佐賀市 （20 都市） 
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【参考２】連携中枢都市圏ビジョン（素案）の概要 
 

１  連携中枢都市圏の名称（構成自治体） 

  長崎広域連携中枢都市圏（長崎市、長与町及び時津町） 

２  連携中枢都市圏の将来人口（目標値） 

  平成 32年度末の圏域人口 49.4万人 

※各市町が策定した地方創生の総合戦略に係る「人口ビジョン」の将来人口から算出 

 

 

 

３ 連携協約に基づき推進する具体的取組（詳細は次ページ【別紙】） 

４ 具体的取組の期間 

  平成 28年度～32 年度（ 5 年間） 

５ 成果指標（ＫＰＩ）  

政策分野 成果指標（ＫＰＩ） 

(1) 圏域全体の経済成長のけん引 

 

 

○従業員数 4人以上 200 人未満の事

業所の製造品出荷額等 

○観光消費額 

(2) 高次の都市機能の集積・強化  

 

○クルーズ客船乗客・乗務員数 

○ＭＩＣＥ参加者数 

(3) 圏域全体の

生活関連機能

サービスの向

上  

 

生活機能の強化 ○人口の社会動態 

○子どもの出生数 

○圏域における高卒者の県内就職率 

○県内大卒者の県内就職率 

結びつきやネットワークの強化 ○住みやすいと思う住民の割合 

圏域マネジメント能力の強化 ○地域でのボランティア活動に参加

した学生数 

  
 

443,766 429,923 420,052 408,202 395,807 382,958 369,355 

42,538 
42,230 43,899 

43,904 
43,804 

43,555 
43,164 

30,109 
29,800 29,800 

29,800 
29,800 

29,600 
29,300 

501,533 484,670 

465,084 

443,808 421,059 

396,748

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H22(2010) H27(2015) H32(2020) H37(2025) H42(2030) H47(2035) H52(2040)

長崎市 長与町 時津町 将来人口の推計

516,413 
501,953 493,751 

481,906 
469,411 

456,113 
441,819 

＜将来人口＞ 

資料：各市町の「人口ビジョン」 

人 
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【別紙】 

連携協約に基づき推進する具体的取組 

 

１ 圏域全体の経済成長のけん引 
 

（１）経済成長戦略の策定 
 

事 業 名 経済成長戦略の策定、推進及び進捗管理 

事 業 概 要  

長崎市経済活性化審議会において、学識経験者、その他関係団体等から幅広

く意見を聴取し、圏域全体の経済成長戦略の策定、推進及び進捗管理を行う

ことにより、圏域経済の振興を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

（２）産業クラスターの形成及び地域製造業の振興 
 

事 業 名 海洋再生エネルギー産業集積の推進 

事 業 概 要  
海洋再生エネルギー関連産業の集積を図り、域内経済を活性化させることに

より、地元企業の受注拡大や雇用の創出につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 工業分野におけるものづくり支援 

事 業 概 要  
地場産業の経営力・競争力強化に向けた民間の自主的な取組みを支援し、地

域経済の活性化を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 造船造機分野におけるものづくり支援 

事 業 概 要  
造船造機分野に必要な知識・技術等の習得を支援し、円滑な継承を図ること

で、基幹産業を担う人材の安定供給・安定確保を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

（３）地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 
 

事 業 名 観光イメージアップ土産品開発支援 

事 業 概 要  
新たな土産品の開発を支援し、魅力ある土産品を増やすことで、長崎観光の

イメージアップと観光消費額の増加、地域ブランドの向上を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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事 業 名 長崎練り製品ブランド化支援 

事 業 概 要  
長崎の水産練り製品のブランド化を展開し、「かんぼこ」の認知度を高め、

地域全体の売上増加を図ることで、地域の振興につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 アジア等販路拡大推進 

事 業 概 要  

経済成長が著しいアジア諸国等をターゲットとして、マーケット動向調査や

地元企業と連携した加工食品等の試験販売・商談会等の実施を支援し、中小

企業の販路開拓・拡大を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 長崎県産品の販売促進 

事 業 概 要  
一般社団法人長崎県物産振興協会の活動を通じ、長崎県産品の宣伝斡旋・販

路拡大を図り、産業の発展につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 物産振興推進 

事 業 概 要  

関東、関西で開催される見本市への共同出展を行うとともに、物産展の開催

により、特産品のＰＲと知名度向上を図り、売上や取引機会の増加につなげ

る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 中小企業団体支援 

事 業 概 要  

中小企業組合等の連携組織に対する支援や専門家派遣、調査研究、情報化、

セミナー・研修会の開催など、中小企業の組織化と組織強化に向けた取組を

支援し、中小企業の振興を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 「魚の美味しいまち長崎」の魅力発信 

事 業 概 要  
圏域住民や観光客に「長崎の魚」を知ってもらうため、「魚の美味しいまち

長崎」の魅力を発信し、長崎の魚の消費拡大を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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（４）戦略的な観光施策の推進 
 

事 業 名 観光振興計画の策定と施策の推進 

事 業 概 要  

観光振興計画に基づき、交流人口の増加とにぎわいの創出に資する戦略的な

観光施策を展開し、観光消費の拡大による経済の活性化と、稼ぐ力の強化に

よる観光関連産業の雇用創出を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 外国人観光客の誘致・受入態勢強化 

事 業 概 要  

2020 年の東京オリンピック開催に向け、外国人観光客の地方への誘客を図

る「観光立国ショーケース」に選定されたことを背景に、外国人観光客及び

クルーズ客船の誘致・受入態勢を強化し、関連産業の裾野を広げるとともに、

生産性の向上を図り、観光消費額の拡大及び雇用創出につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 産学官連携によるＭＩＣＥの誘致・受入体制整備 

事 業 概 要  

長崎国際観光コンベンション協会、長崎ＭＩＣＥ誘致推進協議会、長崎大学

等と連携し、必要な情報の収集・分析を行いながら、産学官が連携したＭＩ

ＣＥの誘致・受入体制の整備を進め、ＭＩＣＥ開催による圏域の交流人口の

拡大、地域経済の活性化、雇用の創出等を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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２ 高次の都市機能の集積・強化 
 

（１）高度な医療サービスの提供 
 

事 業 名 救急医療、高度・急性期医療及び小児・周産期医療の充実 

事 業 概 要  

救急医療や高度・急性期医療を担い、地域周産期母子医療センター等の機能

を果たしている長崎みなとメディカルセンター市民病院の機能充実を図り、

圏域住民が安心できる医療環境整備に寄与する。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

（２）高度な中心拠点等の整備 
 

事 業 名 交流拠点施設の整備検討 

事 業 概 要  

ＭＩＣＥ機能を中核とした複合施設の整備について検討を進め、国内外から

ビジネス客や学術研究者など多くの人を呼び込み、圏域の交流人口の拡大を

図るとともに、地域経済の活性化につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 松が枝国際観光船ふ頭の整備拡張 

事 業 概 要  

クルーズ客船の入港数増加に伴い、手狭となっている松が枝国際観光船ふ頭 

延伸計画（２バース化）の早期実現を図り、多くのクルーズ客船を受け入れ

ることで、圏域経済の活性化につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

（３）高等教育支援 
 

事 業 名 学びの場としての魅力向上と情報発信 

事 業 概 要  

圏域の大学と連携し、長崎のまちの学びの場としての魅力向上を図るととも

に、効果的な情報発信を行い、学生の就職等による将来的な地元定着も見据

え、圏域内への進学の促進を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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３ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 
 

（１）生活機能の強化に係る政策分野 

  ①医療 
 

事 業 名 二次救急医療施設（病院群輪番制病院）の運営支援 

事 業 概 要  

長崎医療圏域（長崎市、長与町、時津町及び西海市の一部）において、二次

救急医療施設（病院群輪番制病院）の運営を支援し、夜間、休日及び年末年

始の二次救急医療体制を確保する。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

  

  ②介護 
 

事 業 名 高齢者ケアに係る研修会の実施 

事 業 概 要  
圏域内の在宅や施設などで介護サービスを提供する事業者・従業者等を対象

に、行政主催の研修会を実施し、高齢者ケアの向上を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

  

  ③福祉 
 

事 業 名 子育て支援のネットワークづくり支援 

事 業 概 要  

圏域における子育て支援センターの相互の連携を図り、情報交換や情報共有

を行うことにより、スタッフの資質向上と、子育て家庭に対する適切な対応

につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 ファミリー・サポート・センターの相互利用 

事 業 概 要  

子育てを援助してほしい人と、子育てを応援したい人を会員としてマッチン

グさせ、それぞれのニーズを満たす「ファミリー・サポート・センター」に

ついて、１市２町において、利用者の利便性向上を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

  ④教育 
 

事 業 名 図書館・図書室における蔵書の貸し出し 

事 業 概 要  

圏域住民に対する共通の取扱いとして、市外または町外の居住者に対して

も、図書館・図書室において蔵書の貸し出しサービスを提供し、生涯学習の

機会の充実を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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  ⑤土地利用 
 

事 業 名 都市計画の広域調整 

事 業 概 要  

長崎県がマスタープランを定める長崎都市計画区域（長崎市、長与町、時津

町及び諫早市）において、市町が都市計画を定める場合に、必要に応じて広

域調整を行い、長崎都市計画区域の一体的な整備、開発及び保全を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

  

  ⑥地域振興 
 

事 業 名 農業ヘルパーの育成・あっせん 

事 業 概 要  

圏域住民から希望者を募り、長崎市農業センターで必要な研修を行って育成

した農業ヘルパーを登録・あっせんすることにより、農業の労働力不足解消

と担い手育成を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     
 

事 業 名 合同企業面談会の実施 

事 業 概 要  

長崎公共職業安定所及び長崎県との共催により、長崎市内の会場に、求人を

行う事業者と求職者を集めてマッチングを行い、就業機会を確保すること

で、地元企業への定着や、圏域への雇用創出につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 学生等の地元定着支援 

事 業 概 要  

学生と地元企業の交流の場の設置や、テレビ・インターネット等による地元

企業の紹介、また、県外開催の企業面談会等でのＵＩＪターン就職促進に取

り組むなど、地元企業の認知度向上に向けた支援を行い、圏域内外の学生等

に関心を持ってもらうことで、学生等の地元定着と、企業に必要な人材の確

保を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 「実践型地域雇用創造事業」の実施 

事 業 概 要  

圏域の１市２町と商工会議所等で組織する「長崎地域雇用創造協議会」にお

いて、厚生労働省の「実践型地域雇用創造事業」を受託し、事業者・求職者

向けセミナーや合同企業面談会のほか、地域資源を活用した商品開発等を行

い、圏域の雇用創出と経済活性化を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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  ⑦災害対策 
 

事 業 名 広域避難体制の構築 

事 業 概 要  
圏域の１市２町で締結した災害応援協定に基づき、避難所の相互利用を行

い、大規模災害発生時等における圏域住民の安全確保を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

  

  ⑧環境 
 

事 業 名 事業所向け環境配慮セミナーの共同開催 

事 業 概 要  

エコアクション２１自治体イニシアティブ・プログラムに基づく事業所向け

環境配慮セミナーを、圏域の１市２町が共同で開催し、圏域の事業所のＣＯ

２削減に向けた取組みを促進する。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

  ⑨その他 
 

事 業 名 火葬場の設置・運営 

事 業 概 要  
圏域の１市２町で、それぞれ応分の負担を行いながら、火葬場を効率的に設

置・運営し、圏域住民の衛生・安全の確保を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 
 

  ①公共交通 
 

事 業 名 公共交通に係る協議・調整 

事 業 概 要  

圏域の１市２町による協議の場を設け、圏域の需要に見合った公共交通のあ

り方について検討するとともに、バス路線やＪＲ線、タクシー及びそれらの

結節など圏域内の公共交通の調整を行い、地域のニーズを踏まえた的確な交

通手段の維持・確保と、公共交通機関の利用促進を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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  ②道路交通 
 

事 業 名 道路等交通インフラ整備に係る協議・調整 

事 業 概 要  

圏域の１市２町による協議の場を設け、圏域の道路網に係る調査・研究及び

計画協議や、立案した計画道路の建設促進に係る要望活動等を行い、道路等

交通インフラ整備の速やかな進捗を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

   

③情報発信 
 

事 業 名 ケーブルテレビを活用した情報発信 

事 業 概 要  
ケーブルテレビの情報番組に圏域のコーナーを設け、イベントや観光、その

他様々な情報を発信し、圏域内の情報共有や地域間交流の促進を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

事 業 名 イベント情報等の共有・発信 

事 業 概 要  

圏域における交流人口の拡大や域外観光客の誘客につながるイベント・観光

情報はもとより、外国人との共生に資する国際交流イベント等の情報や、圏

域住民の生活向上に資する生涯学習、人権啓発、男女共同参画に係るイベン

ト等の情報について、圏域内の１市２町で共有し、広く周知を図ることで、

各種イベント等の効率的・効果的な運営と、圏域の活性化につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

  ④地産地消 
 

事 業 名 農水産物の特産物・イベントに係るＰＲ等の実施 

事 業 概 要  

圏域における農水産物の特産物やイベントについて、長崎市及び連携町が相

互にＰＲを行うとともに、市町によるイベントの共同開催や、生産者・事業

者の相互参加の促進に取り組むことで、特産物の消費拡大を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

-     

 

  ⑤その他 
 

事 業 名 独身男女の婚活支援 

事 業 概 要  
企業・団体の独身グループ同士が男女で交流できる登録制の仕組みを構築

し、そのマッチングを図るとともに、イベントを実施して婚活を支援する。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 
 

  ①職員育成・交流 
 

事 業 名 職員合同研修の実施 

事 業 概 要  

職員合同研修を実施し、職員の研修機会を増加させることにより知識・能力

の向上を図る。また、研修を合同で実施することにより職員間の交流を促進

し、モチベーションアップにつなげるとともに、ネットワークの強化を図る。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     

 

  ②人材育成 
 

事 業 名 学生地域連携活動支援事業（Ｕ-サポ）の推進 

事 業 概 要  

圏域の７大学（長崎大学・長崎県立大学・長崎総合科学大学・活水女子大学・

長崎純心大学・長崎外国語大学・長崎女子短期大学）の学生とボランティア

の機会を提供する地域団体等をつなぎ、自主的な社会参加活動を促進するこ

とで、学生の自己能力成長等を図るとともに、地域の活性化につなげる。 

事業実施年度 
28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

     
 

 


